
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計

令和06年06月05日(水)

令和9年度

学校教育法施行規則

■ □

137,229,000 134,804,000

学校教育課 担当係 教育指導担当 管理番号 72244国際化教育推進事業

次代を担う人と文化を育むまち

「生きる力」を育む学校教育の推進

令和7年度

教育費

74,555,811

英語指導助手を小・中学
校へ配置日本語指導員の
雇用

0

136,727,007

1,923,007.00

0.23

76,350,933

0

76,350,933

令和5年度 令和6年度

139,152,007

1,923,007.00

大項目

小項目

2

　園児、児童生徒のコミュニケーション能力の育成及び異文化理解・国際理解の深化のために、市内市立幼稚園、
小・中学校に英語指導助手を配置することで、国際理解教育の推進を目指す。また、日本語指導が必要な児童生徒の
ために、日本語指導員を小・中学校へ配置し、日本語能力の上達を目指す。小学校外国語、外国語活動の授業へのサ
ポートとして地域人材を活用した英語指導アシスタントティーチャーを配置する。

県支出金 0 0 0 0

教育研究所費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

教育総務費

　市内市立幼稚園児及び小・中学校の児童生徒

事務事業

1

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 0 0 0

77,854,000

0 0

76,350,933

区分

事務事業評価表
１．基本事項

0.28 0.23

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

国際化教育推進事業

　園児、児童生徒の英語によるコミュニケーション能力の育成及び異文化理解・国際理解の深化を図り、２１世紀の
国際化社会をたくましく生きる深谷人を育成する。また、外国籍児童生徒の日本語能力の向上を図る。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　市内市立幼稚園児及び小学校の３年生から中学３年生まで、週１時間、ＡＬＴとのチーム・ティーチングを行う。
また、その他の時間もＥＡＴが担任を補助する。日本語指導を必要とする外国籍児童生徒等を対象に日本語指導を行
う。

成果
※何を求めるか

　園児、児童生徒の英語（日本語）によるコミュニケーション能力の育成。

中項目 1 共に学び成長が実感できるまちづくり

0

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

75,972,332 78,593,780

1,416,521.00 2,242,847.00

0.18

0事
業
費 地方債

年度別計画

78,818,000 137,229,000

0

決算額

国支出金

74,555,811

0

英語指導助手を小・中学
校へ配置日本語指導員の
雇用

英語指導助手を小・中学
校へ配置日本語指導員の
雇用

英語指導助手を小・中学
校へ配置日本語指導員の
雇用

134,804,000

0

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

英語指導助手派遣業務

英語指導助手を中学校へ派遣

英語指導助手を小学校へ派遣

日本語指導員の雇用

英語指導アシスタントティーチャーの配置

執行体制

項 目



１００％を目標値に設定する　/　受講生徒アンケート結果

12,800.00

校

254.00

全小学校１９校の設置を目標値と設定する　/　配置校実数

12,800.00 12,800.00

100.00

　

100.00 100.00

86.30

令和
7年度

令和
8年度

261.00

100.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

小学校３年生から中学校３年生までの学級数を目標値に設定する/実施学級数

100.00

６４．０ｈ／日×２００日を目標値に設定する　/　授業実施時間

12,800.00 12,800.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

254.00

100.00

100.00

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 課長補佐兼指導主事　松島　慎一郎

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

民間委託のALT、英語専科教諭、英語専科教諭が配置されていない小学校に
英語指導アシステントティーチャーを配置し、児童生徒の英語コミュニ
ケーション能力を育成するために、それぞれが効果的に連携をはかること
ができた。

A

A

英語を楽しいと感じている児童・生徒の割合は高い数値を維持している。
外国語指導助手（ＡＬＴ）の授業実施時間については、目標値より数値が
低くなっているが、高い数値を維持し続けている。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者

261.00

全市立幼稚園、小・中学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）１６名を配置し、
幼稚園は月２～４回、小学校１、２年生は月１回程度、小学校３、４年生
は週１、小学校５年生～中学校３年生が、週に１・２回、ＡＬＴとの授業
を受けた。英語アシスタントティーチャー（ＥＡＴ）を希望がある小学校
全てに配置することができた。

１００％を目標値に設定する　/　受講児童アンケート結果

実績値の算出式

13.00 11.00

91.80

12,800.00

％

％

実績値

目標値

実績値

目標値

成果指標２

87.12

実績値の算出式

100.00

実績値

19.00 19.00

目標値 100.00

100.00

活動指標２

成果指標１

単
位

学級

３．評価指標

評価評価の観点区分

91.35

10,561.00 10,510.00

100.00 100.00

時間

目標値

実績値

区分

ＡＬＴ（外国人指導助手）配
置数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

小学校英語指導アシスタント
ティーチャー配置数

ＡＬＴ授業実施時間

目標値

実績値

英語の授業を楽しいと感じて
いる児童の割合（小学校中・
高学年）

英語の授業を楽しいと感じて
いる生徒の割合（中学校１年
生）

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

成果指標３

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

教育指導担当 管理番号

令和7年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

７．改善改革プラン・今後の課題

令和6年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

１６名の外国語指導助手（ＡＬＴ）を小学校３年生から中学校３年生の全
学級に安定して配置することができている。令和６年度からは２９名の外
国語助手を幼稚園、小学校１年生から中学校３年生までの全学級に配置す
る予定である。また、３０年度から希望小学校にはＥＡＴを配置すること
ができた。ＡＬＴの授業参加時数も安定しており、授業支援を効果的に行
うことで、児童・生徒の学習意欲を高く維持することに貢献できている。

令和4年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 次長兼学校教育課長兼指導主事兼教育研究所長　染谷　明信

評価の内容説明

72244事務事業 国際化教育推進事業 担当課 学校教育課 担当係

区分 成果指標１ 指標名 ＡＬＴ授業実施時間

区分 成果指標２ 指標名 英語の授業を楽しいと感じている児童の割合（小学校中・高学年）

0

5000

10000

15000

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

85

90

95

100

105

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


